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前年同期と比べ、売上高に大きな変動はありませんが、建築の工事採算
の悪化により減益となりました。

また、前回予想と比べても、減益となりました。
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土木の売上総利益は前回予想を据え置きましたが、建築の売上総利益は
第2四半期までの工事採算の悪化を受けて大幅な減益を見込んだこと等に
より、各利益を下方修正しました。
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前期末と比べ、

資産合計は、14,046百万円減の283,643百万円となりました。

流動資産は、自己株式の取得(100万株)、2022年8月から営業開始を予定
している連結子会社の石狩新港新エネルギー発電の建設仮勘定の増加、
収益物件の取得による「現金預金」の減少等により、16,055百万円減少
しました。

固定資産は、「投資有価証券」の含み益が減少しましたが、収益物件の
取得や石狩新港新エネルギー発電の建設仮勘定の増加による「有形固定
資産」の増加等により、2,008百万円増加しました。

流動負債は、「支払手形・工事未払金等」の仕入債務の減少等により
2,411百万円減少しました。

固定負債は、借入金の長期から短期への振替等により、1,883百万円減少
しました。

純資産は、自己株式の取得(100万株)等により、9,751百万円減少した
158,649百万円となりました。

資産合計が4.7％減少、純資産が5.8％減少し、自己資本比率は、前期末
より0.7ポイントダウンの55.9％となりました。
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前年同期と比べ、

土木は、5,942百万円(14.3％)増の47,552百万円

建築は、5,700百万円(9.6％)減の53,842百万円

土木・建築合計は、242百万円(0.2％)増の101,394百万円となりました。

近年の受注高増加に伴い、土木は売上高が増加しており、建築は前期末
に消費税増税前の駆け込み受注があり期初から着工できない物件もあっ
たことから減少していますが、前年同期に引続き土木・建築合計で
100,000百万円超の売上高を計上しています。

6



前年同期と比べ、

土木は、1,209百万円増の6,449百万円、1.0ポイントアップの13.6％

建築は、4,888百万円減の2,860百万円、7.7ポイントダウンの5.3％

土木・建築合計は、3,678百万円減の9,310百万円、3.6ポイントダウンの
9.2％となりました。

土木は、売上高の増加や特定の大型工事における損益の改善もあり、売
上総利益が増加しました。

建築は、前年同期に大幅に損益が改善した大型工事があった反動や一部
の工事で工期逼迫による突貫工事費を見込むなど損益が悪化したことに
より利益率が低下したことや、売上高の減少により、売上総利益が減少
しました。

なお、工事損失引当金は、

土木は、完成により172百万円、損失見込額の減少により22百万円を取崩
し、前期比194百万円減の607百万円

建築は、完成により136百万円の減少、損失見込額の増加により826百万
円を積み増し、前期比690百万円増の1,007百万円

合計は、495百万円増の1,614百万円となりました。
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前年同期と比べ、

売上高は、

不動産事業は、11百万円減の2,404百万円

その他は、521百万円増の2,496百万円となりました。

その他は、主に奥村機械製作の建設資機材等の製造・販売事業によるも
のです。

売上総利益は、

不動産事業は、134百万円減の1,682百万円

その他は、212百万円増の447百万円となりました。
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前年同期と比べ、

一般管理費は、81百万円減少した8,147百万円となりました。

人件費は、従来、一般管理費で処理していた店内部門の工事支援にかか
る費用を工事原価とするよう会計処理を変更したことにより、747百万円
減少しました。

その他は、前期から連結子会社としている石狩新港新エネルギー発電の
経費の増加等により、666百万円増加しました。
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前年同期と比べ、

営業外収支の黒字幅は、貸倒引当金戻入額の減少、為替差損の発生など
により、216百万円減の759百万円となりました。
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特別損益は、前年同期にあった寮・社宅の売却が当期は特に無かったこ
とから、41百万円減少した8百万円の赤字となりました。

法人税等は、税金等調整前四半期純利益の減少に伴い、743百万円減の
1,386百万円となりました。
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前年同期と比べ、

営業利益は、51.7％減の3,292百万円

経常利益は、48.0％減の4,051百万円

親会社株主に帰属する四半期純利益は、52.8％減の2,684百万円となりま
した。
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営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の計
上等により増加しましたが、仕入債務の減少や法人税等の支払い等によ
り、432百万円の赤字

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得等
により、5,720百万円の赤字

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いや自己株式の取
得等により、9,467百万円の赤字となりました。
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売上高は、

土木は96,000百万円、建築は115,000百万円、建設事業計は211,000百万
円、不動産事業等は11,000百万円、合計は222,000百万円で、

前回予想と比べ、土木は2,000百万円の増加、建築は一部の工事で着工の
遅れなどから進捗率が低下したものがあり3,000百万円の減少、差引
1,000百万円の減少と見込んでいます。

売上総利益、利益率は、

土木は、同額の13,000百万円、0.3ポイントダウンの13.5％

建築は、2,500百万円減の8,500百万円、1.9ポイントダウンの7.4％

建設事業計は、2,500百万円減の21,500百万円、1.1ポイントダウンの
10.2％

不動産事業等は、同額の4,000百万円、36.4％

全体で2,500百万円減の25,500百万円、1.1ポイントダウンの11.5％と見
込んでいます。

土木は前回予想を据え置きましたが、建築は売上高の減少に加え、第2四
半期決算で一部の工事で工事採算が悪化したことから、減益を見込んで
います。

一般管理費は、石狩新港新エネルギー発電の費用の発生が当期へ一部前
倒しとなったことなどから、700百万円増の17,600百万円と見込んでいま
す。

営業利益は、3,200百万円減の7,900百万円と見込んでいます。
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前回予想と比べ、

営業外収支は、一般債権の引当率低下に伴う貸倒引当金戻入額を営業外
収益に見込んだことなどから500百万円改善し、

経常利益は、2,700百万円減少した9,300百万円と見込んでいます。

特別損益は、下期に保有株式の売却を予定しており売却益が見込めるこ
とから、投資有価証券売却益を計上し、1,500百万円の黒字を見込んでい
ます。

以上により、親会社株主に帰属する当期純利益は、1,000百万円減少した
7,600百万円と見込んでいます。
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当期から株主還元政策を見直しており、中間配当は公表値のとおり41円
としています。

年間配当は、当期については資金需要等を勘案し、従来の個別の配当性
向50％相当としており、業績予想の下方修正に伴い、年間の配当予想は
前回予想から3円減配した115円を予定しています。

なお、年間配当予想の115円は、連結の配当性向57％、5月に実施した自
己株式取得と合わせた連結総還元性向は106％となる見込みです。
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前年同期と比べ、

土木は、28.1％増の55,955百万円

建築は、前期末に消費税増税前の駆け込み受注があった反動により、
30.5％減の26,594百万円

合計は、0.7％上回る82,549百万円となりました。
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前回予想と比べ、

土木、建築とも同額で、

土木は、97,000百万円

建築は、135,000百万円

合計は、232,000百万円と見込んでいます。

通期の受注高予想に対する第2四半期までの進捗率は、

土木は、57.7％

建築は、19.7％

合計は、35.6％となっていますが、

内定済みの案件や営業中の案件があり、これらを確実に受注に繋げるこ
とにより、公表値を達成できる見込みです。
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